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「知」の好循環で創生する「新しい国力」化構想 

－少子高齢化時代を超える日本の「国土」、GX、健康医療、新素材の在り方を中心に－ 

１．はじめに 

（１） 日本における長い平成の沈滞で、自国の将来が良くなると考える若者が少なくなり、将

来への悲観の度合いが際立って高くなっている。(日本は「自分の国の将来が良くなる」と考

える若者の割合は 13.9%とアメリカの 36.1%より低くなっている)

（２） この停滞の要因の１つとして我が国を支えてきたイノベーション力の低下があげられよう。資源

に乏しく、国土が狭い極東の島国が世界トップクラスの経済力を享受できたのはすぐれた人材

と教育をベースとしたイノベーションの力が大きく寄与していることに議論の余地がない。しかし

その原動力は衰退の一途をたどっている。最新のグローバルイノベーション力では 13 位(G7 最

下位)、世界競争力ランキングでは 38 位と危機的な状況である。

(参考資料１：WIPO グローバル・イノベーション指数、IMD 世界競争力年鑑 参照) 

（３） また２０１５年国連総会において全会一致で採択され世界中で推進されている SDGｓへの日本

の取り組みへの評価は、ジェンダー平等への取り組み不足等から厳しいものがあり、最新調査

では世界で 18 位にとどまっている。（参考資料２：SDSN 調査結果 2024 年 参照）

（４） その一方で、近時、様々な明るい兆しもでてきている。（円安による企業業績の好調、中国を巡

る地政学的背景等からの）日本株のバブル超え、インバウンドの急回復、日本ブランド高評価

の動き等好ましい。また GX 推進戦略がスタートし、比較的好評のもとに推進しつつある。

（５） 「復興・発展の昭和」「停滞の平成」を経て「衰退の令和」に突き進むのか、それとも「再

生の令和」に突き進み輝かしい未来を創れるのか、今我々はまさに歴史の岐路に立って

いるといえる。

（６） 日本人は、これまで多くの困難を乗り越えてきた。これからの日本は、「停滞の平成」の歴史を

真摯に反省し、改めて諸外国の知恵、最新の発想、経営方法、最先端テクノロジー等に謙虚に

学びつつ、日本人のもつ知力・気力・良き伝統・長い歴史に培われてきた人間力、文化力、そ

して倫理観を改めて想い起こし、自らに自信をもって再生の道を探求すれば、再び世界のモデ

ルとなる素晴らしい未来を創造することは可能であると考える。

そのために、改めて日本の目指す「新しい国力」の姿を考え、具体的な提言を行うこととしたい。

２．目指す「新しい国力」の姿 

（１） 国際政治における国力概念は、古くて新しいテーマであり、シカゴ大学モーゲンソー教

授理論（1948 年）、ジョージタウン大学レイ・クライン教授理論（1975 年）等様々な理

論、主張がある。

（有名なクライン教授の国力方程式は、国力≒（（基本要素（人口、領土）＋経済力＋

軍事力）✕（戦略目的＋国家意思））  

（参考資料３：国際政治学における国力概念 参照） 
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（２） 我が国の国家安全保障戦略(2022 年 12 月 16 日閣議決定)においては、我が国の安全保障

に関わる総合的な国力の要素として、「外交力」、「防衛力」、「経済力」、「技術力」、「情報

力」の５つを挙げている。

（３） 日本の「新しい国力」は、上記のような国力の考え方に加え、日本人のもつ日本型ソフ

トパワーが重要な基盤要素となるのではないか。その代表的なものとしては、①曲がり

なりにも民主主義の下で国民の大多数が快適・穏やかな生活を送れる平和・安全安心・

助け合う社会を創り上げた底力、②日本独自の知恵を融合して育み発展させてきた革新

創造力・イノベーション力・文化創造力、そして③数千年にわたる長い歴史の中で自然

と共生しながら育み持続してきた生活を息長く継続してきた環境文化力等があげられ

る。そして、今後は、日本人がこれまであまり得意とはいえなかった「情報力」、「イン

テリジェンス力」の一層の向上が必要となってきている。

（４） 改めていえば、「新しい国力」とは、日本人の未来に向けて前向きに取り組もうとする新

しいコンセンサス、日本人の知恵とソフトパワー等の全てが渾然一体となって、未来を

切り開き創造しようとする強い国民的意思、国民の力そのものではないかと考えられる。

そしてその国力は、「知の好循環」を通して正しく時代を切り開く優れた内容に昇華しう

るものではないかと考える。

（５） このように国力概念は時代に応じて変遷するとの理解の上にたって、本研究では「輝か

しい日本の未来とはどのようにあるべきか、どう実現していくのか」について、日本の

目指すべきは、従来の常識、知見を超えた「知」の好循環で創生する「新しい国力」の

創造ではないか考える。そしてその際改めて想起すべきは、当財団の当初の創立の趣旨

に立ち返り、地球規模での、地球・産業・文化を巡る諸々の課題追求と解決策を模索す

ることを重視すべきことである。まずは「過去・現在のイノベーション成功例」事象を

参考にしつつ、かつ日本人、日本社会、日本企業の有する知見、成果をいかしつつ、我

が国にとって喫緊かつ重要であり、地球産業文化研究所が取り組むにふさわしい具体的

な４テーマを選択して、集中的に調査研究を進めることとする。そしてその際、産・官・

学、さらには産・官・学・市民の連携・共創のあり方にも十分留意することとする。

３．「知」の好循環とはなにか 

（１） 知を支えるプロセスが次の５つの特徴を有し相互に連携し持続的成長を実現するもの

と考えられる

①相互作用と相補性:

・異なる知識やアイデアが相互に作用し合い、新しい洞察や発見が生まれるプロセスの中

で古い知識が新しいアイデアの基盤となり、新しい知識が古い枠組みを変革するという、

相補的な関係も有している。

②進化と変化:

・常に進化と変化を続けるプロセスで、新しい情報や発見が加わることで、知識の体系や

理解が更新され、社会や科学の進展が支えられる。
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③創造性と革新（イノベーション）: 

・創造性と革新を促進され、異なる分野や視点からの知識が交差することで、新たなアイ

デアや発見が生まれイノベーションが発現し新たな問題解決や技術革新を可能にする。 

④適応性と柔軟性: 

・上記の結果として、人間や組織における適応性と柔軟性が育成される。環境やニーズの

変化に応じて知識が適切に更新され、最新の情報や理解が適用されることで、個人や組

織がしなやかなものとなる。 

⑤連続性と循環性: 

・連続的で循環的な特性を持ち、新たな知識が生まれ、それが次の世代の知識の基盤とな

り、過去から現在、そして未来へとつながる継続的なプロセスが形成される。 

⑥包括性と世界性 

 ・知の大循環は国内でのみ展開されるものではなく、国際的な観点にたち、総合的かつ幅

広い視野にもとづく実現が必要となる。 

 

（２） たとえば、脱炭素社会と知の循環は、持続可能な未来を築くために重要な概念で、その

関連性については以下のように整理される。 

  

 脱炭素社会とは、化石燃料からの脱却を目指し、炭素排出を大幅に削減する社会を指し、

そのためには持続可能なエネルギー源の利用やエネルギー効率の向上、カーボンニュートラ

ルな技術の推進が必要となるが、独りエネルギー分野での技術開発だけでなく通信、交通、

農業等の各分野について国の内外と問わず、様々な知見や技術ノウハウ等がイノベーション

を手掛かりとして脱炭素社会を実現していくと考えることができる。 

 

(注) 

産業分野、文化分野での「知」の好循環の事例 

①産業分野 

「内視鏡治療」は消化器系患者が多い日本で、積極的にその開発が進められてきた。胃

カメラを手始めに、光学分野、ガラス製造分野、電子デバイス分野、画像処理分野等の最

先端技術を取り入れ、医療従事者と光学メーカー技術者が中心となって成し得たものであ

る。今や消化器系内視鏡の世界シェアは、日本メーカーが 9 割以上を占めている。また、

技術を提供した各分野は、それぞれ、光通信事業、スマートフォン事業、画像処理事業へ

とその展開を進めており、「知」の好循環が働いたものと思料される。 

(参考資料４：内視鏡から見る「知の好循環」 参照)  

②文化分野 

 ・葛飾北斎 

 1998 年に米誌「ライフ」の企画した「この 1000 年間に偉大な業績をあげた世界の人

物 100 人」に日本人で唯一選ばれた葛飾北斎は、日本人のポテンシャルを示す「知の

好循環」の一例であろう。市井の貧しく、教育も受けていない一庶民が、版木彫りから

スタートし、浮世絵師に入門し、狩野派画法や洋画を独学し、人物の背景にすぎなかっ

た“風景”をあえて主役とする革命を起こしている。「富嶽三十六景 神奈川沖浪裏」、

「北斎漫画」等で北斎の作品は欧米でセンセーショナルな話題となり、多くの芸術家が

手本とするまでに至っている。 
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 ・富岡鉄斎 

 近時、益々評価の高まっている富岡鉄斎は、心学、儒学、漢詩文、国学、神道、仏教

を学び、同時に南画・文人画を独学し、画・書・詩文の一致を旨とし、明治以降の文明

開化にも眼を向けるも流されることなく、自らの知と技が自然と高みを極め、これまで

にない絵画分野を提唱するなど、ある意味、当時の最先端の芸術家とも評価されてきて

いる。これも一個人の中での「知の好循環」の一種。日本は、富岡鉄斎の精神に学び、

多くの富岡鉄斎」を育てる努力を講ずる価値ありと思料。 
(参考資料５：「知の好循環」の文化分野における歴史的事例 参照) 
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４．今後取り組む具体的な分野 

 

（１）未来の「国土」を創生する 

(1.2 億人 47 都道府県 1700 市町村 → 0.9 億人 10 州 300 地域圏へ） 

 眼の前に迫る少子高齢化社会の到来に伴う「人」と「国土」を巡る困難な諸問題を、産・

学・官・市民の連携・共創のもと、最先端技術の開発・導入・活用と制度的・社会的イノ

ベーションの導入により克服し、世界に先駆けた「人」と「国土」の在り方の関する先端

システムを創造することを提唱する。その際、既存の地方自治体組織スキームについても、

必要に応じ、未来に向けたアップデート化にも言及することとする。具体的な分析、対策、

提言等は次の通りである。 

 

１）2070 年日本総人口 8700 万人(うち 65 歳以上 40%)時代を見据えた国土(国の在り方、国の

かたち)の再構築 

ⅰ我が国の国土のあり方については、国土形成計画を策定してきており、最新では、令和

5 年 7 月に新しく国土形成計画を策定しているが、従来の発想の域を出ていない。 

少子高齢化は、国土のあり方について思いがけない影響を起こしつつある。おひとり様

世帯の急増と主流化（現在 38％であり、急増中）、産業界人材中堅層の激減・喪失、リ

アルワーカー不足の深刻化（ex.特に地方での交通関係従事者、安全業務従事者等）、平

成の大合併後も全国で依然として 1700 強ある規模がバラバラの地方自治体の空洞化

等々枚挙にいとまがない。まさに今後思い切った集合化（再編・統合化）が必至の時代

になろうとしている。一方で自ら時代に挑戦しようとする意欲ある自治体も多く輩出さ

れようとしている。その際の成功の鍵は、産（知恵意欲ある企業）・官（スピーデイかつ

意欲ある首長主導の自治体）・学（大学、学生の知恵と参加）・市民（地元住民、よそ者、

よそ者歓迎の姿勢）の４者の連携・共創である。このような動きを支援し、真の地方自治、

地方再生を目指すべき時代が到来しようとしている。 

【要約】 

◇「人」と「国土」を現在、構成・統治する古色蒼然として少子高齢化時代に向かない全国

1700 地方組織を、市民、企業等の社会構成組織の立場にたって、思い切って 300 地方組

織（300 地域圏と命名）に集約する。(廃藩置県時の藩数 261、二次医療圏数 335) 

◇国民、市民は、同時に「デジタル市民」の資格を取得し、産業、行政サービス、医療・健

康・福祉サービス等を地理的地方組織の枠を超えて享受する仕組みを構築する。そして同

時に地域圏に集う産・官・学・市民組織が同じ目線にたって、相互作用、進化、適応と柔

軟性、連続性と循環性を自ら実践し、まさしく「知の好循環」を共創する担い手、主体と

して活動することを推進することとする。この担い手が、先端技術の導入、実験等を実践

し、新たなイノベーション創出、実験、導入の受け皿となれるような仕組みを構築する。

300 地方圏は、お互いに切磋琢磨して自らのオンリーワン地域の創生、全国モデル、世界

モデルの高みを目指すことを期待したい。国は、そのための制度インフラの整備、努力す

る地方組織への地方交付税の傾斜配分等各種支援策、人財育成策を講じる。 

◇とりわけ、健康福祉分野、環境エネルギー分野等での実験、導入に期待。 

◇新たな国土を構成する地方圏、デジタル市民制度のもとで４つの主体（産・官・学・市民

組織）が知の好循環の担い手として、新たな日本を牽引することを目指し、それを可能と

する仕組みを構築する。そして、その内容の深化、熟度を高めて、「災い転じて福となす

世界モデル」として世界に発信することを目指す。 
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（昭和 22 年 10505 自治体―＞平成 26 年 1718 自治体。人口規模も横浜市 375 万人から

奈良県野迫川村 369 人まで。参考資料６：新たな「国土形成計画(全国計画)」概要等

を閣議決定 参照。 

意欲的な自治体例：会津若松市、米子市・境港市、香川県三豊市、山梨県小菅村、富山

県朝日町、岡山県吉備中央町、兵庫県小野市、香川県坂出市、徳島県複数町村ひだまり

プロジェクト、山梨県丹波山村等多数。参考資料７：地域マネージメント対策に取り組

んでいる地方自治体の事例 参照） 

 

ⅱ全国に広がったインフラ整備は、経済発展と生活水準の向上をもたらしたが、人口減の

中で急速の老朽化が進みつつあり、過疎地での人口激減ないし消滅化が加速すると懸念

される中で、大きな将来への負担ないし債務の先延ばしの懸念がある。乗り越える新た

な知恵が必要となってきている。 

 （ex.道路橋老朽化率 2020 年 30％――＞2040 年 75％へ急増） 

 

ⅲ本年の能登地震は、今後日本を考える契機であり、単に可能かぎり過去に戻す復旧では

なく、今後各地で発生が懸念される災害への「適切対応事例・先進対応事例」とする必

要があり、思い切った新たな知恵が求められている。 

 

ⅳ日本の出生数、婚姻数は、2023 年は出生数 758,631 人(前年比 5.1％減)、婚姻数 489,281

組(同 5.9％減、90 年振りの 50 万割れ)。適齢期人口「2030 年の壁」問題、婚姻希望は男

女とも 8 割と高いにもかかわらず不安定な雇用・所得問題からも婚姻、出生数の急速な

改善は期待薄といえる。一方で、日本では海外に比べジェンダー対応の遅れ、女性の社

会進出への対応の遅れが日本の SDGｓ実績評価に悪影響を与えているが、逆転の発想で、

思い切ったジェンダー対応により地域の人手不足改善、地域活性化、さらには日本の国

際評価向上にも資すると考えられる。(参考資料８：全国の世帯数、世帯規模 参照) 

 

ⅴ今こそ 2070 年総人口 8700 万人（うち 65 才以上 40％）を与件と考え、現実を見据えた

人と国土の在り方について考える必要がある。近未来には他国も同じような状況になる

ことも見据えて、望むらくは他国が先例とするような先端的なシステムを日本の文化力

をも活用しつつ、考案、導入することが必要な時代が到来してきている。 

 

２）国・地方の仕組み、公助・共助・自助の在り方、産・官・学・市民組織の連携の在り方の

新構築 

ⅰ日本は、かつて米作、里山保全、道路普請等生活仕事全般にわたり様々な分野で「共助」

が当たり前の国であった。経済発展と都市化、東京集中の時代の中で共助の精神は薄れ、

公助（国ない自治体に権利を要求）の範囲が大幅に増加してきている。財政状況がよく

人口問題等が心配ない時代は良かったが、今そして今後は改めて共助を再認識、再構築

の必要がある。 

 

ⅱ国、地方の仕組み、公助・共助・自助の在り方を再構築すべきである。 

 最近の NPO 法人等市民組織は質、量ともに発展・活躍は目を見張るものがある。東北震

災、能登地震等しかり。産・官・学の連携、さらには産・官・学・市民組織の連携は大

いに期待できると思料され、その新しい在り方を構築すべきときである。 
同じ地域圏に集う産・官・学・市民組織は、同じ目線にたって、相互作用、進化、適応
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と柔軟性、連続性と循環性を自ら実践し、まさしく「知の好循環」を共創する担い手、

主体として活動する大いなるポテンシャルを有している。古来、日本人は、階級、専門

分野を超えて努力し、「艱難辛苦汝を玉にする」伝統、歴史、能力を有している。この日

本人の能力を最大限に活かすべきである。 
 

３）AI、先端技術を駆使した「人」と「国土」の在り方の日本発の「世界標準」の構築 

ⅰAI、先端技術の急速な発展により、国土の地理的な制約を乗り越えて人と人、人と仕事、

人と企業、人と自治体を結びつけることが可能な時代が到来してきている。 

 

ⅱ人口減、災害の危険の高い国土での特に地域、中山間地、過疎地での暮らし方、産業、

行政、医療福祉の現場において AI、先端技術の実験場としてトライし、日本の文化をも

活用しつつ試行錯誤を繰り返しながら、日本の「情報力」にみがきをかけて、世界の情

報を収集分析し、それを踏まえて世界に通用する日本発の「世界標準」づくりと世界へ

の発信に取り組むべきである。 

 

４）高齢化社会・男女共同社会のもとでの新しい「コミュニティ」の創生の取り組み、新た 

なシステム構築（公助・共助・自助の在り方、産・官・学・市民組織の連携の在り方等の

実験場） 

ⅰ広域実験区、特区制度等の活用で、従来の地方自治体の地理的枠組みをこえた広域のコ

ミュニティを病院等生活重要拠点、再エネ・新エネ、SC 等産業重要拠点を中心として広

域コミュニティの形成を思い切って取り組むべき時代と考える。その成功の先に自治体

集合化が具体的な視野に入ると考える。 

 

ⅱその際、公助・共助・自助の在り方の新たなシステム構築、産・官・学・市民組織の連携

の在り方の実験場として取り組むべきである。 

   

５）具体的な提言等 

ⅰ既存の自治体組織ありきではなく、自治体の存在意義は住民生活活動、地域活動、産業

活動のハブ機能にこそありとの観点から、思い切って自治体組織の在り方の時代に対応

できるようにアップデートに取り組む必要がある。産・官・学・市民組織の共創・協働

による新たな公助・共助・自助を通してのシン地方分権・地方自治の最適実現を目指す

仕組みの考案、ジェンダー平等の積極的取り組み、最先端技術の活用等による地方自治

体組織スキームの大集約化の実現への取り組み。大が小を飲み込む合併ではなく、新た

な共助、利他共存の精神で、1,700 自治体が連携協力して全国で 300 程度の地域社会・

経済・生活圏にまとまり、地域の社会・経済・生活の維持発展を目指すことが考えられ

る。 

その際、300 地域圏が、自ら独自で個性的なデジタル田園都市構想を具体的に取り組み、

国もその活動をバックアップすることが適切である。 

（令和の大合併ないし令和の大集約化、47 都道府県 1700 市町村――＞10 州 300 地域圏

へ。300 地方圏が合理的な理由は、日本の国土を自然環境、伝統文化等からみて、江戸

時代のいわゆる 300 藩体制（1871 年廃藩置県時の藩数 261）、また日本の現在の二次医

療圏数(複数の市町村で構成される救急医療を含む一般的な入院治療が完結するエリア

数)335 からみて 300 地域圏は極めて現実的な数値） 
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ⅱ最新の DX（IT 技術、デジタル技術）を活用する環境・エネルギー、デジタル遠隔治療、

介護ケアテックの思い切った導入、更には教育、高齢者対策、地域創造等の一体的な制

度・社会イノベーションの考案と構築に取り組む必要がある。 

 

ⅲデジタルマイナンバーのみで広域で一体的に全ての基本行政手続き・選挙・医療・介護・

年金・納税・相続手続き等が対応できる「デジタル市民制度」の創設（事実上の自治体

機能を有する）、広域コミュニティ制度の実験的な導入を検討する必要がある。（いわば

「未来型地産地消統治・社会システム」の導入） 

 その先に、思い切った自治体の集合化の推進も検討する必要がある。（あくまで集合化の

メリット政策を考案。機能、機動性に優れた小自治体主導の集合化も。） 

 

ⅳ安心安全で国全体としてコスパに優れた「集住社会」システム、社会インフラの思い切

った見直しのためのイノベーションの構築、危険地域に住む人々の安心・安全地域への

移転を促進する新たな「集住システム」の構築を進めるべきである。 

 

ⅴ国民のニーズに合致する「複数居住制度（住民登録制度改革）」、若者を中心に胎動しつ

つある「他業・兼業社会」の実現、「ジェンダー平等社会」の実現等を可能とする新「デ

ジタル市民制度」の導入、構築を進めるべきである。 

 

ⅵ「おひとり様」世帯での困らない社会的・制度的イノベーションの構築を検討する必要

がある。 

 

ⅶ「人」と「国土」の在り方を熟考し、真の地方主導社会、地方主権の実現に貢献できる

国家の人材・資金・資源リソースの最重要テーマに係るイノベーションへの傾斜集中投

資スキームの考案も検討に値すると考える。 

（最重要テーマは安心・安全社会、安全保障、未来の糧となるイノベーション） 
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４．今後取り組む具体的な分野 

 

（２）GX の活用による脱炭素成長型社会の創生 

 

１）再生エネルギーを中核とした脱炭素化における課題 

ⅰインフラ整備と格差解消: 再生エネルギーの普及には、新たなインフラが必要であり、

これは資金と時間がかかる。また、地理的な条件や経済的な要因によって、地域間での

格差が生じる可能性がある。 

ⅱ不安定な供給と貯蔵技術: 太陽光や風力などの再生可能なエネルギー源は、天候や気象

条件に依存している。そのため、安定した供給を確保するためには、貯蔵技術の開発や

電力ネットワークの改善が必要。 

ⅲコストと経済的負担: 再生可能エネルギーの導入には初期投資が必要であり、これが経

済的な負担となる場合がある。また、従来の化石燃料との競争力を維持しながら、再生

可能エネルギーのコストを下げる必要がある。 

ⅳ社会的受容性と政治的課題: 再生可能エネルギーの導入には、環境破壊への対応や地域

社会の受容性が必要。また、エネルギー政策は政治的な意思決定に左右されるため、安

定的な政策環境の確保が重要。 

 

２）脱炭素化によって生じる社会構造の変化や課題。 

ⅰエネルギー供給の分散化: 再生可能エネルギーの普及により、エネルギー生産の主体が

中央集権的な大手エネルギー企業から地域や個人へと移行する可能性がある。 

【要約】 

◇パリ協定発効等を契機として、地球温暖化対策として脱炭素社会への取り組みが全世界で

加速している。例えばパリ協定締結国の約 9 割がカーボンニュートラルへの宣言を行い、

我が国でも 23 年 5 月に GX 推進法が制定され脱炭素化はまさに世界の潮流である。 

◇脱炭素化はエネルギー供給の分散化や雇用や地域経済のあり方等社会構造の変化をもた

らし、再エネの導入を契機としたデジタル技術の活用等により、エネルギー地産地消等を

可能とする新しい地域共同体や参加型の意思決定システムが実現する可能性がある。 

◇一方脱炭素化には、インフラの整備や供給の安定性確保、莫大なコストの負担のあり方、

環境への負荷増大等の問題があり、さらに将来の電力需要は生成 AI やロボットの活用な

どデジタル化の進展等により急速な拡大や再エネ普及による産業構造の転換等が予想さ

れ、その対応も必要となる。 

(参考資料９：GX 関係資料 参照) 

◇かかる課題の解決には、産学官が連携し、技術開発、人材育成、政策提言等で協働し、固

体電池の開発や実装等に取り組むことが重要である。 

◇23 年 2 月に稼働した TSMC 熊本工場を中核とする半導体事業をもとに再生可能エネルギ

ーを中心としたスマートシティの導入は、「新熊本モデル」として、脱炭素社会における

世界的な先行モデルとして検討に値する。 
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ⅱ雇用の変化: 再生可能エネルギー産業の成長に伴い、産業構造の変化による新たな雇用

機会が生まれる一方で、化石燃料産業からの転職者や、影響を受ける産業の労働者への

支援が必要。 

ⅲ地域経済への影響: 再生可能エネルギーの導入により、地域経済が活性化する可能性が

あるが、これによって地域社会に新たな課題や変化が生じる場合がある。 

 

３）脱炭素社会の実現における公助、共助、自助のあり方への方針。 

ⅰ公助: 政府は再生可能エネルギーの普及を支援するために、補助金や税制優遇措置、規制

の整備などの政策を実施することが重要。 

ⅱ共助: 地域社会や民間企業、非営利団体などが協力して、再生可能エネルギーの導入や地

域コミュニティの支援を行うことが求められる。 

ⅲ自助: 個人や家庭が省エネルギーや再生可能エネルギーの活用を促進し、エネルギー消

費の削減に貢献することが重要。 

 

４）脱炭素化における産官学の連携は、以下のような形で行われるべき。 

ⅰ技術開発と研究: 産業界、政府、大学などが連携して、再生可能エネルギー技術の開発や

研究を推進することが必要。 

ⅱ人材育成: 大学や研究機関が産業界と連携して、再生可能エネルギー分野の人材育成や

技術革新を支援することが重要。 

ⅲ政策提言: 学術界や産業界が政府に対して、適切なエネルギー政策の策定や実施に向け

た提言を行うことが必要。 

 

５）脱炭素化に向けた技術開発としての固体電池の現状と課題には、以下のようなものがあ

る。 

ⅰ現状: 固体電池は従来の液体電解質に比べて高い安全性とエネルギー密度を持ち、次世

代の電池技術として期待されている。しかし、まだ商業化されておらず、製造コストや

性能の面で課題が残っている。 

ⅱ課題: 固体電池の課題には、製造コストの高さ、充放電サイクルの安定性、高温での動作

性能などがあり、これらの課題を克服するためには、材料科学や工程技術の発展が必要。 

 

６）脱炭素社会における新しいコミュニティのあり方とその実現に向けた取り組みは、以下

のような方向性が考えられる。 

ⅰ地域共同体の形成: 再生可能エネルギーの導入を契機に、地域住民が協力してエネルギ

ーの生産や消費を管理する共同体が形成されることがある。 

ⅱデジタル技術の活用: インターネットやスマートテクノロジーを活用して、エネルギー

の効率的な管理やコミュニティ間の協力を促進する取り組みが重要。 

ⅲ参加型の意思決定: コミュニティメンバーが積極的に参加し、意思決定に参加すること

で、地域社会の持続可能な発展を実現することが重要。 

 

７）日本が当該コミュニティの世界標準を提示するための条件と課題には、以下のようなも
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のがある。 

ⅰ技術力とイノベーション: 日本は高度な技術力を持ち、再生可能エネルギー技術や電池

技術のイノベーションをリードすることが期待される。特にその担い手である人材の育

成に十分留意する必要がある。 

 

ⅱ国際協力と規制の整備: 日本は国際社会と協力して、再生可能エネルギーの普及や排出

削減目標の達成に向けた取り組みを強化する必要がある。 

 

ⅲ社会の受容性と教育: 再生可能エネルギーへの社会の受容性を高めるために、啓発活動

や教育プログラムを展開することが重要。 

 

ⅳ国内外へのモデルの提供: 日本が自国内での取り組みをモデルとして提供し、国際社会

に影響を与えることで、世界標準を提示することが可能。 

 

これらの条件と課題に取り組むことで、日本は再生可能エネルギーと脱炭素化の分野で

世界的なリーダーシップを発揮し、持続可能な未来の実現に貢献することが可能になると

考えられる。 

 

８）具体的な提言等 

ⅰ２３年２月に稼働がスタートした TSMC 熊本工場は将来的に周辺地域に１０兆円規模の

経済波及効果が期待されているが、この場所に再生エネルギーを活用したスマートグリ

ッドの導入を検討する。 

ⅱこれは半導体産業を核として、海外からの投資等を誘引し、国際的な連携を視野に入れ

て、再エネを活用した電力需給の適正化・自律化を可能とする新コミュニティモデルの

構築を目指すものである。 

ⅲ九州地方はもともと太陽光や風力など再生エネルギー発電に適した地域であることから

全固体電池等の蓄電システムの最適化を実現した上でのスマートグリッド活用は他の

地域の比べて円滑な導入が期待され、熊本市は上記７で描くような新モデルの先駆とな

る可能性が高い（「新熊本モデル」と称する）。 

ⅳ「新熊本モデル」は、コアとなる産業をベースにした新しいコミュニティの在り方として、

国内外の先行事例となることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13



 

 

４．今後取り組む具体的な分野 

 

（３）少子高齢化を見据えた健康・医療分野の創生 

少子高齢化を見据えて、将来の健康・医療分野を議論するにあたり、①医療分野におけ

る技術的な最新動向を調査し、技術の現状と課題、将来への展望、日本が優位性を持てる

点を整理する。また、②健康保険制度を中心とした社会制度へのアプローチを考察、さら

には、③現状の医療制度とコミュニティの関わりを調査、改善点を見出すことにより、日

本が主導し、世界に誇れる「健康・医療分野」の新しい姿を提言する。 

具体的な分析、対策、提言等は次の通りである。 

 

１）少子高齢化を見据えた健康・医療分野における我が国の最新動向と重要課題の抽出及び

その対応の方向性 

 

① 医療分野における技術的な最新動向を調査した結果、日本に優位性がある項目は、以下

の 5 点に集約された。 

・全固体電池による埋込型デバイスの長寿命化→患者負担軽減 

・人体に直接接触する埋込型デバイスの材質改良による患者の生活制限解消 

・キャパシタ、圧電素子等パワー半導体開発による埋込型デバイスに含まれる各種セ 

ンサーの高品質化・小型化による患者の負担軽減 

・BMI･メカトロニクス技術深化により、より繊細な動きを可能とする人工四肢への適

用 

・ビッグデータ、AI 活用によるデバイス機器の最適パラメータ設定による事故回避 

(参考資料１０：健康・医療分野における最新技術動向 参照) 

 

【要約】 

◇人体に装着・埋込するデバイスを中心に調査した結果、医療を支え、日本に優位性があり、

世界に誇れる技術分野は、全固体電池、パワー半導体等の固体物理応用分野、人体に無害

なデバイスの材質開発分野、BMI(ブレイン・マシン・インタフェース)のメカトロニクス

分野及びビッグデータ、AI 活用分野が抽出され、これらの技術分野と医療分野の融合に

より、日本が先導的な立場を維持しながら、患者にやさしい医療を提供できる未来を構築

できるものと考えられる。 

◇日本の全員参加型・医療保険制度は、その実効において、とりこぼしが無い世界に誇れる

優れた制度である。しかしながら、不可避の少子高齢化に備え、医療の質を落とさずに、

段階的にシステムを改変していくことが必要であると考えられる。例えば、前年度の医療

実績に応じて保険料を増減させることにより、個々人の健康管理に関するインセンティ

ブが働くような保険制度を導入していくのも一考である。 

◇現行の日本の医療体制(一次、二次、三次医療圏)は随時見直しがなされ、実態を踏まえた

ものとなっているが、一次-二次-三次間の「縦の繋がり」及び特に二次医療圏内病院間の

「横の繋がり」が希薄である。DX を有効に活用しつつ、連携を深めていくことによって、

「医療」のみならず「介護」、「障害福祉」の領域まで拡げていくことで、よりよい「コミ

ュニティ」形成に繋がるものと考えられる。 
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② 医療保険制度を中心とした社会制度のアプローチ 

・日本の医療保険制度は、「社会保険システム」で、国民皆保険制度が特徴で。 

・イギリス型の「国営システム」では、税金が財源で、診療費は原則無料だが、医療機

関や医師を選べない、大病院の専門医療を受けるためには、長期間待たされる等「自

由度の低い制度」となっている。一方、アメリカ型の「民間保険システム」では、質

の高い医療には、高い対価が支払われるべきであり、そうした自由競争から医療の

進歩が生まれるという発想から、医療費は高額であり、保険加入は任意である為、

無保険者も存在する等「格差の大きい制度」となっている。日本では、保険証一枚で

どの医療機関でも診療が受けられ、尚且つ医療費の自己負担額が一定金額以内で済

むということで、他には例のない制度となっており、高評価を得ている。 

しかし、不可避の少子高齢化を見据えると、段階的なシステムの改変が必要である。

一案として、個々人の保険料について、DX を活用し、前年度の医療実績に応じて保

険料を増減させることにより、個々人の健康管理のインセンティブを働かせると共

に、財源を確保するというような制度を導入するのも一考である。 

 

③ 医療制度と「コミュニティ」との関わり(参考資料１１：コミュニティと医療体制 参照) 

・日本における現行の医療体制は、医療法で規定される「医療圏」に基づくものであり、

「一次医療圏」-「二次医療圏」-「三次医療圏」間の「縦の連携」をさらに強固なも

のとすることが肝要であると考えられた。 

・「二次医療圏」における病院間の国立、公立、民間の垣根を越えた「横の連携」を強

固にしていくことが、「コミュニティ」を支える重要なツールになるものと考えられ

た。 

・「医療」のみならず「介護」、「障害福祉」の領域まで拡げていくことにより、よりよ

い「コミュニティ」形成に繋がるものと考えられる。 

  

２）１）を踏まえた、健康・医療分野における日本発の「世界標準」の構築 

[提言 1] 「医療」、「介護」、「障がい福祉」一体となったコミュニティ形成 

・現在、「医療」、「介護」、「障がい福祉」各分野は、それぞれの領域で体制を形成して

いるが、将来的には、地域毎に一体となって、先端技術を利用しつつ、コミュニティ

形成の核と成る事が望ましい。 

[提言 2] ビックデータ活用によるデータベースの構築とその活用 

・診療記録データベース:「マイナンバーカード」※では、記録できない患者個々人の既

往歴や画像情報等をビッグデータ上で一括管理し、アクセス権限を持つ医者は、当該

患者の全方位情報を確認でき、より適切な治療を可能とする。また、過剰な検査を抑

制し、患者の負担も軽減出来る。 

 ※「マイナンバーカード」保管情報: お薬手帳情報、特定健診結果情報等 

・技術データベース:人体埋込型デバイス機器等の最適パラメータ設定を多くの登録さ

れた臨床データから、事故を発生させない最適値を導き出す。 

 [提言 3] オンライン診療の環境整備と実用化 

・オンライン診察は一部において実施され始めたが、治療を伴う医療行為までには達
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していない。現状の医療従事者の地域・診療科偏在状況や将来の少子高齢化による医

師不足を勘案すると、オンライン診療に向けた環境整備は必須である。 

・具体的には、三次医療圏として位置づけされる病院や基幹病院(三次救急と高度な急

性期医療を持つ病院)において、各病院間での遠隔診療(特に遠隔手術)が可能な施術ロ

ボットや通信設備、医療従事者の配置等の環境を整備していく。これにより、都市部

の病院に集中しているスキルのある医師がロボットを使用して、遠隔手術を実施する

ことにより、患者移送の負担や医師の移動時間の軽減が図れる。 

[提言 4] 医療分野と工学分野の融合 

日本が卓越した技術開発力を持つ工学分野(各論で提示)と医学のさらなる連携で、世界

の一歩先を行く分野を創出する(例:東京医科歯科大学-東京工業大学)。 

・全固体電池やその先を目指す電気ストレージ技術の医療分野への適用 

・メカトロニクス(より繊細な稼働技術)の医療分野への適用 

・機能性有機素材、機能性金属素材の医療分野への適用 

・圧電、パワー素子、キャパシタ等をはじめとしたデバイスの医療分野への適用 

 

医療分野と工学分野による「知の好循環」の成功例として、内視鏡の開発と普及が挙げ

られる(参考資料４参照)。 

現在、内視鏡の世界シェアは、オリンパス、富士フイルム、ペンタックス(HOYA)日本企

業三社で 90%以上を独占している。同技術の開発は欧米が先行していたものの、日本では、

医者とメーカー技術者の二人三脚により、初期の胃カメラから電子スコープ、そして様々

な工夫を折り込んだ現行の内視鏡へと発展を遂げてきている。 

その過程において、自らの専門である光学のみならず、ガラス製造技術、半導体製造技

術、手術器具製造技術等他分野の「知」と融合して、「内視鏡診察・治療」という新しい医

療領域を創出し、患者の癌早期発見による救命に寄与している。 

内視鏡治療の普及により、内視鏡治療を専門に行う施設や専門医療従事者が増加し、教

育するプログラムやワークショップも増加してきている(新業態の創出)。 

最近、光学メーカーの強みを生かした特殊光と画像処理を駆使したオリンパスの NBI や

富士フイルムの BLI&LCI という画期的な診断システムが注目をあびており、同技術は、医

師の診断速度を高め、結果、多くの患者を救命することになる為、高い評価を受けている。

さらなる高速化、さらに自動診断に向けて AI を利用することが計画されており、画像認識

AI の一分野として重要な役割を果たすものと考えられる。 

 

以上の提言を推進していくことにより、平均寿命と健康寿命の較差を圧縮する事が可能

となり、結果として、全体の医療支出を抑える事ができる。また、意欲のある人は働き続

ける事ができ、少子高齢化による労働人口の減少に歯止めをかける一助となる。 

現状、日本は平均寿命(84.3 歳)、健康寿命(74.1 歳)共に世界一であり、さらに、その較差

も圧縮できれば、世界から羨望される「健康先進国」となり、こうした施策を広く世界に

発信し、世界標準とする事で、日本の「新しい国力」の一翼を担うことが出来る。 
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４．今後取り組む具体的な分野 

 

（４）新素材による新しい国力の創生 

日本の素材開発は、長い歴史と優れた技術を持っている。この高い技術力を活かして、

これまで多くの素材が生まれ、様々な産業に提供されている。 

日本の素材産業は、世界のユーザーからの厳しい品質、要求等に応える中で、高い競争

力を実現してきた。中国等の海外メーカーとの競争が激化しつつあるが、その上でも、な

お、多くの製品において、品質、価格、省エネルギー、環境対応等の点で高い競争力を有

しており、世界で見ても高いシェアを誇る素材が数多く存在する。 

その中で、これまでの事例等を検証しつつ、「新しい国力」につながるような先行してい

る素材開発への取り組み、展開等を分析し、対策、提言等をまとめた。 

 

１）超軽量、強靭性等機能性素材の我が国の現状と課題 

超軽量、強靭性は、重量を最小限の抑え、外部からの衝撃、摩耗等に対して耐えること

ができる重要な特性である。これまでは、炭素繊維、チタン合金等が軽量で、強靭性があ

る素材があり、スポーツ用品、航空機産業、宇宙産業、医療機器産業、自動車等様々な分

野に使用されている。これらには、まだリサイクル性、生産コスト等の課題が残っている。 

 

２）環境を考慮した素材開発等、「素材」としての様々な分野での取り組みと課題 

輸送機器の軽量化、太陽光発電に使用される素材等は、脱炭素化、エネルギーの効率化

等環境への配慮も含め、重要な項目である。素材としては、化学製品、プラスチック製品

以外にもゴムやセラミック素材も含めて、技術開発に取り組んでいる。 

 

３）１）、２）を踏まえた「素材」の新たな展開方法の追求 

 (成功事例としての産学官連携のレアメタル対策の再検証) 

過去の事例を検証し、産学官連携して素材開発の取り組み、世界に誇れるような「素材」

を目指して開発を行っているが、「素材」の生産効率化等の生産技術、開発に必要なデータ

の収集、活用といったデジタル技術がさらに必要になっている。 

このような中、これからは、素材メーカーが中核となって、知的財産も考慮しつつ、産

学官の新たなる連携(プラットフォーム)の構築を目指すことを目標としたい。 

【要約】 

◇革新的な新素材をタイムリーに創出させるために、デジタル技術を駆使して、製造プロセ

スの高度化、開発期間の短縮化を図る必要がある。これまで開発されてきた素材の実験デ

ータ等を活用して、新規開発の速度及び精度を向上させる。さらには、デジタル技術によ

り素材産業を発展させ、自動車産業やエネルギー産業といった他の産業へ大きく貢献、国

の経済発展、国力の強化へ繋げていきたいと考える。 

◇新素材開発においては、これまでの産・官・学連携だけではなく、素材メーカーが中心と

なって、産業全体でのデジタルトランスフォーメーションの推進、脱炭素化に向けた新プ

ロセス開発等、異業種も含めて複数の企業が共同で取組み、連携する必要がある。さらに

連携が円滑に進むような環境整備が必要と考える。また、それにともない DX 関連、新素

材創出するための人材育成も急務である。 

◇製造プロセスの脱炭素化、CO2 の利用を含めた技術開発を行い、グリーンマテリアル産業

への転換等、GX の推進を図る必要がある。 
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４）具体的な提言等 

１）～３）を踏まえて、以下のような提言をしたい。 

素材産業は、日本はリーディングインダストリーであり、事業者数約 3 万、従業員数約 120

万人、製造品出荷額約 56 兆円の一大産業である。産業としては、化学工業、プラスチック

製品・ゴム製品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、ガラス・ガラス製品製造業、セメン

ト・セメント製品製造業、炭素・黒鉛製品製造業、骨材・石工品製造業等、様々な分野があ

る。 

この素材産業をさらに発展させるために、新素材・新需要を創出させるビジネスイノベー

ションの促進、カーボンニュートラルに向けたグリーンマテリアル産業への転換、そしてサ

プライチェーンにおける業界間の連携といった取組みが必要と考える。 

具体的には、下記の通りと考えられる。 

ⅰ新素材・新需要の創出させるビジネスイノベーションを促進 

革新的な新素材を創出させるために、さらなる製造プロセスの高度化、開発期間の短縮

化が求められる。これまでの技術者の経験やノウハウだけでなく、データを活用して新素

材の開発の速度、精度を飛躍的に向上させる必要がある。そのため、MI(マテリアルズイ

ンフォマティクス)、PI(プロセスインフォマティクス)等の手法の確立を早急に行っていく。

さらに、化学品製造の環境負荷低減(省エネ・省廃棄物)と高速・高効率なド生産を可能と

するフロー合成技術等の革新的な製造プロセスの技術開発も進めていく。 

 

ⅱグリーンマテリアル産業への転換 

新素材開発、素材産業の国際競争力維持・強化において、カーボンニュートラルを考慮

した製造プロセスの脱炭素化、炭素循環化に向け、CO2 の分離・回収・利用といった技術

も必要であり、技術開発を行っていく。 

 

ⅲサプライチェーンも含めた業界間、異業種間の連携 

原燃料の安定調達、安定供給の確保に向けてユーザー企業も含め、サプライチェーン全体

で、調達先の多様化、備蓄の推進、リサイクルの推進等関連企業全体で連携して、対応する

必要がある。また、新素材の開発にあたっては、新プロセスの開発も含めてタイムリーに事

業化していくための体制構築、物理的な現象や化学反応の予測等に必要なデジタル技術を活

用していく必要がある。このように素材産業全体においてもデジタルトランスフォーメーシ

ョンの推進、脱炭素化技術及び脱炭素型生産プロセス等のカーボンニュートラルに向けて、

異業種も含めて複数の企業が共同で取組み、企業間の連携が円滑になされるような事業環境

の整備を図ることが必要であると考える。さらには、素材開発・事業構想・生産管理・エン

ジニアリング・研究をはじめとする各領域において、デジタル・グリーンによる大胆な転換

をすすめていくためにも人材育成も急務であると考える。 

 

５）素材分野での「知」の好循環との関連性  

(参考資料１２：「知の好循環」の参考例(素材関係) 参照) 

「知」の好循環は、「知」をいかして、新製品の発明、発見をして、そこから得られた「知」

をさらに他の分野等に展開し、循環させて、世界に誇れる産業になることであると思われる。 

素材分野のでは、炭素繊維に代表されるように、ユーザーの要望、それに対応する技術開

発等から発展し、世界に誇れる品質、生産量となった。さらには、炭素繊維の特性をいかし、

宇宙産業等にも用途を広げ、良い循環を回そうとしている。このような事例、今後の展開等

を下記に示す。 
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①炭素繊維 

ⅰこれまでの開発経緯 

炭素繊維は、1970 年代初期から本格的に生産が始まった。その後、技術改良、事業拡

大を図ってきた結果、現在では、日本の炭素繊維は、品質、生産量ともに世界一の実績に

なるまでに至っている。 

ⅱ今後の展開 

 ・高機能性、使いやすさ(信頼性)の追求 

 ・航空機用途、産業・スポーツ用途も含め、拡大する市場分野(風力発電、燃料電池車等

の分野、宇宙分野、UAM 等モビリティ分野)への展開 

ⅲ「知」の好循環との関連性 

  炭素繊維では、これまでも様々な分野への展開、用途拡大による技術改良を行い、強

さ、弾性率ともに当初の 3 倍以上になり、航空機にも安心して使える素材になった。今

後もこの知恵を活かして、炭素繊維のリサイクル技術も含めて、新しい技術、アイデア

の創出が必要と考える。 

  

②フィルム分野 

ⅰラミネートフィルム分野の開発 

  フィルムとして、最も代表的なものとして、ポリプロピレンフィルムがあり、それは、

透明性、光沢性、耐熱性等に非常に優れているという特徴がある。食品包装用等に用い

られ、異種フィルムと組み合わせて、様々な特性をもつフィルムを形成するようになり、

食品以外にも用途が広がっている。 

ⅱ今後の展開 

・医療分野、電子材料分野への展開 

・自動車外装用フィルムへの展開 

ⅲ「知」の好循環との関連性 

フィルムとして、様々な特性をもつフィルムがポリプロピレンフィルムも含めて開発

され、利用されている。食品包装では、ガスバリア性、遮光性等といった要望に適合す

るようにフィルムを貼り合わせ積層させるといった技術が生まれ、シャンプー、リンス、

洗剤等の詰め替え用パウチをはじめ、光学用途等まで様々な用途にまで発展してきた。 

今後は、積層技術を発展させて医療分野、自動車外装フィルムへ展開されると考える。 

 

③繊維分野 

ⅰ衣類用途での開発 

衣類用途としては、レーヨン、ナイロンをはじめ、様々な合成繊維が発明され、使用さ

れてきている。その中で、顧客要望から他社と協力して技術開発を行い、進化している

衣料用途が東レとユニクロの協業である。 

顧客から薄くて暖かいインナーの要望をきっかけにヒートテックの取り組みがスター

トした。 

当初は、中空綿・ポリエステル・ポリウレタンの組み合わせで作られていたが、レーヨ

ンの吸湿発熱性、アクリルの保温性、ポリエステルのドライ性能と発色性、ポリウレタ
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ンのストレッチ性をいかして、作られるように技術改良がなされ進化している。 

ⅱ今後の展開 

・衣料分野においては感性等の融合によるさらなる進化、高性能化 

・他の会社との協力によるリサイクルも含めた技術改良等への展開 

ⅲ「知」の好循環との関連性 

衣料分野では、これまでも要望に応じた素材開発技術、生産技術等の技術改良も含め

て実施してきた。今後もこの知恵を活かして、リサイクル技術も含めて、新しい技術、ア

イデアの創出が必要と考える。 

 

他にも、プラスチック製品、チタン合金、セラミック等様々な素材で、好循環が生まれ、

展開されている。今後、さらに好循環を発展させていくことで、大きな産業を生むことにな

ると考える。 

 

 

以上 
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「知」の好循環で創生する「新しい国力」化構想 

－少子高齢化時代を超える日本の「国土」、GX、健康医療、新素材の在り方を中心に－ 
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